
７ 予算額等 単位：千円

予 算 額 決 算 額
事　業　経　費 経　常　経　費

予 算 額 決 算 額 予 算 額 決 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成12年度)

10,061,048 9,343,519 3,681,033 3,949,312 6,380,015 5,394,207

13年度

予算額・決算額 9,763,248 10,131,564 3,354,050 3,682,874 6,409,198 6,448,690

独自財源から
の 収 入 額

50,000 45,391 50,000 45,391 0 0

運営費交付金 8,836,945 8,876,336 2,427,747 2,427,646 6,409,198 6,448,690

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

施 設 費 161,303 161,303 161,303 161,303 0 0

14年度

予算額・決算額 10,484,462 11,102,114 3,938,706 4,622,158 6,545,756 6,479,956

独自財源から
の 収 入 額

50,000 40,323 50,000 40,323 0 0

運営費交付金 8,951,865 8,885,802 2,406,109 2,405,846 6,545,756 6,479,956

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

施 設 費 767,597 767,577 767,597 767,577 0 0

15年度

予算額・決算額 10,398,843 10,541,719 3,965,710 4,398,172 6,433,133 6,143,547

独自財源から
の 収 入 額

50,000 42,573 50,000 42,573 0 0

運営費交付金 8,797,246 8,507,575 2,364,113 2,364,028 6,433,133 6,143,547

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

施 設 費 167,597 167,573 167,597 167,573 0 0

16年度

予算額・決算額 10,877,923 11,669,344 4,487,654 5,127,979 6,390,269 6,541,365

独自財源から
の 収 入 額

50,000 64,379 50,000 64,379 0 0

運営費交付金 8,716,169 8,867,209 2,325,900 2,325,844 6,390,269 6,541,365

補 助 金 等 600,000 600,000 600,000 600,000 0 0

施 設 費 217,395 217,368 217,395 217,368 0 0

17年度

予算額・決算額 11,193,421 11,733,174 5,006,845 5,366,566 6,186,576 6,366,608

独自財源から
の 収 入 額

50,000 68,202 50,000 54,396 0 13,806

運営費交付金 8,484,214 8,650,402 2,297,638 2,297,600 6,186,576 6,352,802

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

施 設 費 458,630 155,990 458,630 155,990 0 0

18年度

予算額・決算額
10,491,000 10,686,450 4,226,117 4,452,572 6,264,883 6,233,878

Ａ 2,284,913 2,264,202 1,075,659 1,060,695 1,209,254 1,203,507

独自財源から
の 収 入 額

60,113 78,782 60,113 70,693 0 8,089
Ａ 1,486 1,330 1,486 1,330 0 0

運営費交付金
8,442,546 8,403,082 2,177,663 2,177,293 6,264,883 6,225,789

Ａ 1,904,977 1,887,680 695,723 684,173 1,209,254 1,203,507

補 助 金 等
0 0 0 0 0 0

Ａ 0 0 0 0 0 0

施 設 費
528,911 451,338 528,911 451,338 0 0

Ａ 337,930 327,523 337,930 327,523 0 0

19年度

予算額・決算額 12,038,333 4,529,762 7,508,571

独自財源から
の 収 入 額

61,599 61,599 0

運営費交付金 10,316,788 2,808,217 7,508,571

補 助 金 等 0 0 0

施 設 費 255,866 255,866 0

備　考
※「予算額」の欄は決算報告書の支出予算額ベース、「決算額」の欄は決算報告書の支出決算額ベースで記載。



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

資　　　　　　　　産

資 産 合 計 現金及び預金 有価証券 土 地 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

－ － － － －

１３年度 48,375,273 649,759 0 32,303,990 11,557,015

１４年度 47,387,320 1,652,692 0 32,302,352 11,094,646

１５年度 47,179,985 1,849,862 0 32,302,352 10,804,447

１６年度 46,899,879 1,903,348 0 32,302,352 10,456,198

１７年度 46,063,555 1,478,535 0 32,301,265 10,055,512

１８年度 44,960,897 597,987 0 32,301,265 9,913,979

（２）負債 単位：千円

負　　　　　　　　債

負 債 合 計 短 期 借 入 金

長　期　借　入　金

借　入　先 借　入　額
政府保証
の有無

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)
－ －

－ － －

１３年度 1,937,259 0
－ 0 －

１４年度 2,604,168 0
農林水産省 600,000 有

１５年度 2,807,639 200,000
農林水産省 400,000 有

１６年度 2,448,238 0
－ 0 －

１７年度 2,131,178 0
－ 0 －

１８年度 1,987,156 0
－ 0 －

（３）資本 単位：千円

資　　　　　　　　本

資 本 合 計 政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別 金　　額

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)
－ － － －

１３年度 46,438,014 47,391,130 － 0

１４年度 44,783,152 47,391,130
積立金 871,538
研究機器等購入積立金 9,703

１５年度 44,372,346 47,391,130
積立金 996,584
研究機器等購入積立金 1

１６年度 44,451,640 47,391,130
積立金 1,063,604
研究機器等購入積立金 1

１７年度 43,932,376 47,391,130
積立金 1,016,329
研究機器等購入積立金 1

１８年度 42,973,741 47,391,130
前中期目標期間繰越積立金 132,983

備考
※１　貸借対照表に基づき記載。
※２　「移行前の組織の最終１年間」の欄については、独法移行前は企業会計でないため、資産・負債・資本と整理できないため　記載せ
ず。



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年　４月)に国か
ら現物出資された資産

建物 12,647,355 － 0

構築物 2,439,784

土地 32,303,990

１３年度末
建物 11,315,191 － 0

構築物 1,774,165

土地 32,303,990

１４年度末
建物 10,012,085 － 0

構築物 1,103,755

土地 32,302,352

１５年度末
建物 9,478,985 － 0

構築物 1,043,645

土地 32,302,352

１６年度末
建物 8,940,177 － 0

構築物 959,857

土地 32,302,352

１７年度末
建物 8,449,667 － 0

構築物 908,485

土地 32,301,265

１８年度末
建物 7,950,787 － 0

構築物 857,096

土地 32,301,265

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年　４月)に国か
ら無償譲渡された資産

機械装置 32,323 ソフトウェア 20,871

車両運搬具 44,183 電話加入権 9,595

工具器具備品 1,291,603

１３年度末
機械装置 21,810 ソフトウェア 11,682

車両運搬具 29,565 電話加入権 9,595

工具器具備品 798,602

１４年度末
機械装置 8,297 ソフトウェア 2,546

車両運搬具 16,469 電話加入権 9,595

工具器具備品 305,595

１５年度末
機械装置 3,908 ソフトウェア 0

車両運搬具 8,920 電話加入権 9,595

工具器具備品 158,568

１６年度末
機械装置 3,532 ソフトウェア 0

車両運搬具 3,749 電話加入権 9,595

工具器具備品 125,614

１７年度末
機械装置 3,532 ソフトウェア 0

車両運搬具 3,698 電話加入権 9,595

工具器具備品 123,412

１８年度末
機械装置 3,477 ソフトウェア 0

車両運搬具 3,038 電話加入権 2,835

工具器具備品 117,827

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
発足時(１３年　４月) １３年度末 １４年度末 １５年度末 １６年度末

無 無 無 無 無

１７年度末 １８年度末

無 無



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等

１３年度

法
定
監
査

監査法人名 中央青山監査法人

監査意見

(1) 財務諸表（利益の処分に関する書類を除く。）について、法人の採用する会計処理の原則及び
手続は、独立行政法人会計基準及び一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠し、また、財務
諸表の表示方法は独立行政法人会計基準及び一般に公正妥当と認められる財務諸表の表示方法に関
する基準に準拠しているものと認められた。よって、財務諸表（利益の処分に関する書類を除
く。）は、法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの
状況を適正に示しているものと認める。
(2) 利益の処分に関する書類は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法人の業務運営の状況を正しく示しているもの
と認める。
(4) 決算報告書は、法人による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －

１４年度

法
定
監
査

監査法人名 中央青山監査法人

監査意見

(1) 財務諸表（利益の処分に関する書類を除く。）について、法人の採用する会計処理の原則及び
手続は、独立行政法人会計基準及び一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠し、かつ、前事
業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は独立行政法人
会計基準及び一般に公正妥当と認められる財務諸表の表示方法に関する基準に準拠しているものと
認められた。よって、財務諸表（利益の処分に関する書類を除く。）は、法人の財政状態、運営状
況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況を適正に示しているものと認め
る。
(2) 利益の処分に関する書類は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法人の業務運営の状況を正しく示しているもの
と認める。
(4) 決算報告書は、法人による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －

１５年度

法
定
監
査

監査法人名 中央青山監査法人

(1) 財務諸表（利益の処分に関する書類（案）並びに関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等
に基づき記載している部分を除く。）が、独立行政法人会計基準及び我が国において一般に公正妥
当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人森林総合研究所の財政状態、運営状況、
キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
(2) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。
(4) 決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているも
のと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －

１６年度

法
定
監
査

監査法人名 中央青山監査法人

監査意見

(1) 財務諸表（損失の処理に関する書類（案）並びに関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等
に基づき記載している部分を除く。）が、独立行政法人会計基準及び我が国において一般に公正妥
当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人森林総合研究所の財政状態、運営状況、
キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
(2) 損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。
(4) 決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているも
のと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －



１７年度

法
定
監
査

監査法人名 中央青山監査法人

監査意見

(1) 財務諸表（損失の処理に関する書類（案）並びに関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等
に基づき記載している部分を除く。）が、独立行政法人会計基準及び我が国において一般に公正妥
当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人森林総合研究所の財政状態、運営状況、
キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
(2) 損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。
(4) 決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているも
のと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －

１８年度

法
定
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

(1) 財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。）が、独立行政法人会計基準及び我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人森林総合研究所の財政状
態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
(2) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。
(3) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。
(4) 決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているも
のと認める。

任
意
監
査

監査法人名 －

監査意見 －

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中
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